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講　演
民法改正法案の検討
─連帯債務について─
Examination of the Bill to Revise the Civil Code: On Joint Liability
古 積　健三 郎＊
1　は じ め に
　2015年 ₃ 月末に民法改正の法律案が国会に提出された1）。債権法改正の
当初の議論では，とりわけ契約法の部分について大幅な改正が提案される
こともあったが，その後は，そのような大改正には反対する動きも強まっ
たように思われる。その結果，改正法案の多くの内容は，これまで判例等
で確立された解釈論を法律の条文にとりこむようなものになっている。か
つては，債務不履行による損害賠償責任について帰責事由という要件を削
除する代わりに，契約における当事者の引受けという要素を条文にとりこ
むという議論がかなり有力であったが，最終的な法律案では帰責事由とい
う要件は存続することになった。
　もっとも，改正法案の中には，現行法の規定を根本的に変更するような
ものもある。しかも，そのようなもののうち，少なくとも筆者には理論的
一貫性に欠けるとしか思えないものもある。その例が，連帯債務における
債務者相互間の関係についての法律案である。そこで，本報告では，連帯
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1）　民法の一部を改正する法律案（http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00175.
html）参照。
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債務に関する改正法案をとりあげ，その問題点を指摘するとともに，私見
を簡単に述べることにしたい。
2　現行法と改正法案との比較
　現行民法は，弁済等の債権者を満足させる事由以外には，連帯債務者の
一人について生じた事由の効力が他の債務者には及ばないという原則をと
りつつ（440条），請求，更改および混同の効力は他の債務者にも全面的に
及ぶこと，免除および時効の効力は当該債務者の負担部分の範囲で他の債
務者にも及ぶことを定めている（434～439条参照）。また，債権者が連帯
債務者の一人に対して連帯の免除の意思表示をなした場合において，残余
の債務者のいずれかが無資力であるときには，債権者が連帯の免除を受け
た債務者に代わってそのリスクを分担する旨も定められている（445条）。
　これに対し，改正法案では，連帯の免除がなされた場合における債権者
のリスク分担に関する規定とともに，請求，免除および時効の効力が他の
債務者にも及ぶという規定が削除されている。その背景には，明らかに，
免除や時効に絶対的な効力を容認することが，連帯債務の人的担保として
機能を弱めてしまうという問題がある2）。このような問題点は以前から指
摘されてきた3）。免除および時効と比較すると，請求に絶対的効力を認め
ることは，連帯債務者の一人に対する時効の中断の効力が他の債務者にも
及ぶという点で，債権者の地位を強化することになる。しかし，このよう
な取扱いは，直接の請求を受けていない他の債務者にとって不測の事態と
2）　法務省民事局参事官室「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理
の補足説明」（http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi04900074.html）85頁参照。
3）　山中康雄「連帯債務の本質」石田文次郎先生還暦記念『私法学の諸問題㈠』
（有斐閣，1955年）371頁以下，390 ─392頁，我妻栄『新訂債権総論』（岩波書
店，1964年）424頁，西村信雄編『注釈民法⑾』（有斐閣，1965年）90頁，101
頁［椿寿夫］，於保不二雄『債権総論［新版］』（有斐閣，1972年）233頁，234
頁。
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なりかねないことから，やはり疑問とされていた4）。
　このように，改正法案は従来指摘されてきた問題点を考慮したものとい
えるが，更改および混同に関する絶対的効力は，改正法案においても依然
として容認されている。
3　絶対的効力の問題点
⑴　フランス民法の影響
　そもそも，なぜ，現行法は，弁済以外についても連帯債務者の一人に生
じた事由の効力が他の債務者にも及ぶことにしたのだろうか。周知のよう
に，日本民法典は，約120年前に当時のフランス民法とドイツ民法（正確
にはその草案）の影響を強く受けて制定されたものであるが，この論点に
ついてはフランス民法の影響が強かったことがその一因であろう。
　すなわち，フランス民法典における連帯債務（1200条以下）では，弁済
のほか，時効の中断（1206条・2245条），更改（1281条），免除（1285条）
などについて絶対的効力が認められている。先行研究によれば，フランス
では，連帯債務においては債務者らに団体関係，組合的な関係があるもの
として，債務者らは互いを代理する関係にあるという根拠をもって，時効
の中断や免除の絶対的効力を正当化する見解が支配的であったという5）。
なお，免除について当事者は全面的な絶対的効力を回避することができる
が，その場合でも被免除者の負担部分の範囲で絶対的効力が認められる
（1285条 ₂ 項）。フランス民法もドイツ民法もローマ法の影響を強く受けて
制定されたが，フランス民法は，ドイツ民法よりも約100年前に制定され
たこともあって，ローマ法の中で必ずしも近代的思想に相応しない部分に
4）　山中・前掲注3）393頁，我妻・前掲注3）415頁，西村・前掲注3）80 ─81頁
［椿］，於保・前掲注3）231頁参照。
5）　淡路剛久『連帯債務の研究』（弘文堂，1975年）69頁以下，福田誠治「一九
世紀フランス法における連帯債務と保証㈡ ㈢」北大法学論集47巻 ₆ 号1704頁
以下，48巻 ₁ 号39頁以下（1997年）参照。
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ついてもその内容を受け継いでいるように思われる。そもそも，ローマ法
においては，家族共同体が債務者となる場面が連帯債務の典型例として考
えられ，他方では，連帯債務と保証が必ずしも明確に分別されていたわけ
ではないようである6）。
　日本の現行民法において連帯債務者の一人について生じた事由の効力が
他の債務者に及ぶとされている点も，従来の学説は，連帯債務者相互間に
主観的な共同関係があるとする理論7）や，連帯債務を実質的には相互保証
関係として捉えることができるという理論8）によって，正当化しようとし
ていた。前者は債務者らが一つの団体を形成しているという理解に通じ，
後者は連帯債務と保証が明確に分別されていなかったという沿革に通じ
る。
⑵　個人の自由との不適合
　しかし，債務者らを一つの団体としてひとくくりにして絶対的な効力を
正当化するというのは，近代以来の個人の独立，自由という思想には合致
しない。自分の関知しない他の債務者への請求によって自己の債務の時効
が中断するというのは，明らかに個人の独立に反する取扱いであろう。他
方で，連帯債務を保証に近づけて理解するというのは，連帯債務を保証か
ら独立した制度として規定したことの意義を没却してしまう恐れがある。
連帯債務制度の存在意義を維持しようとするならば，むしろ，債務者相互
間には保証のような主従関係はなく，それぞれ独立した債務を負うという
性質を前面に出さなければなるまい。
　ドイツ民法典は，弁済等の債権者を満足させる事由以外には，債務者の
一人に生じた事由の効力は原則として他の債務者に及ばないことを徹底し
ている。ドイツ民法典が制定される前には，ローマ法を法源とした19世紀
6）　淡路・前掲注5）27頁以下，深川裕佳「連帯債務に関する相互保証説の再評
価」名古屋大学法政論集254号（2014年）357頁以下，368─369頁参照。
7）　我妻・前掲注3）402頁。
8）　於保・前掲注3）224頁。
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の普通法学説において，連帯債務を共同連帯（Korrealität）と単純連帯
（Solidarität）という二つの形態に分別し，前者では債権・債務は単一であ
りただその帰属主体が多数であるのに対し，単純連帯においては債務者の
数だけ債権・債務があるという見解が有力であった9）。そして，共同連帯
においては，弁済のように債権者を満足させる事由以外にも，たとえば免
除や時効の中断が他の債務者にも効力を及ぼすのに対し，単純連帯におい
ては，弁済またはこれと同視しうる事由のみが他の債務者にも効力を及ぼ
すと考えられていた10）。しかし，ドイツ民法典はこのような分類を採用せ
ず，普通法学説における単純連帯の取扱いを一般化することにしたのであ
る。この措置は，個人の自由，保証との分別という観点に相応したもので
あろう。それゆえ，筆者は，現代社会においては，かかるドイツ民法の制
度設計が，絶対的なものではないにしても，一つのモデルとして尊重され
るべきものと考えている。
4　改正法案の問題点
　それでは，今回の改正法案について筆者の評価を述べることにしたい。
まず，請求，免除および時効に関して絶対的効力を原則として否定したの
は妥当であろう。一部には，連帯債務を相互保証として捉えるべき旨を強
調して，現行法の絶対的効力を積極的に評価する見解もあるが11），前述の
ように，このような考え方をとるのであれば，連帯債務という制度自体の
存在意義がなくなるであろう。しかし，保証とは異なる独自の意義を持つ
連帯債務を規定することの必要性は否定できない。たとえば，共同不法行
為（719条）が成立する場合に加害者らが負う債務を連帯債務として位置
づけ，そのさいには，弁済等の債権者を満足させる事由以外については絶
9）　Vgl. Ribbentrop, Zur Lehre von den Correal-Obiligationen, 1831, §6; Winds-
cheid, Lehrbuch des Pandektenrechts, Bd.2, 6.Auﬂ., 1887, §§293, 298.
10）　Windscheid, a.a.O. (Anm.9), §§295, 298.
11）　深川・前掲注6）378頁以下。
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対的効力を否定するのが望ましい。というのは，加害者の一人に対して免
除の意思表示をし，または時効中断の措置をとらなかった被害者を不測の
事態から保護することにつながるからである。従来，この場合に加害者ら
の負う債務を現行法の連帯債務とは異なる不真正連帯債務とする議論が有
力であったが，その背景には，この場面に絶対的効力に関する規定を適用
することに対する疑問があった12）。このことは，そもそも絶対的効力を認
める現行法の規定に問題があったことを示している。
　次に，連帯の免除がなされた場合における債権者のリスク分担の規定を
削除したのも穏当である。債権者は各債務者に対して全額の請求をなしう
るというのが連帯債務の本質であるから，債務者間において一人が他の債
務者の無資力のリスクを負うことになっても，それを債権者に転嫁するこ
とはできないはずである。
　これに対して，更改および混同について絶対的効力をなお容認すること
にしたのは疑問である。債権者を満足させる事由以外には，各債務者を独
立して取り扱うという観点からは，この二つについても相対的効力を徹底
することが望ましいからである。確かに，混同については，これによって
債務が弁済されたものと見なして，混同の当事者が他の債務者に対して負
担部分に応じて求償権を取得するという処理は，法律関係を簡明にするか
もしれない。しかし，他の債務者が数人である場合において，そのうちの
一人が無資力であると，混同の当事者はそのリスクを負うことになりかね
ず，はたしてそれは適切なのだろうか。さらには，連帯債務者の一人と更
改をすることによって，他の債務者が免責されることになると，更改によ
って新たに成立した債務が履行されなければ，債権者は不測の損害を受け
る恐れがある。むしろ，債務者の一人と更改をしても，更改の当事者の負
う債務と他の債務者の債務が連帯関係に立ち，債権者はいずれかの履行を
受ければ債務者全員が免責されるというのが，債権者の意思にも合致する
のではないのか。確かに，このように考えると，給付内容の異なる債務が
12）　我妻・前掲注3）443─444頁参照。
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連帯関係にあるという不自然さはあるかもしれないが，それを否定しなけ
ればならない積極的理由もないと思う。
5　む　す　び
　以上に示したように，改正法案には積極的に評価できる部分があるが，
逆に理論的に一貫していない部分も表面化しているといわざるを得ない。
ここには妥協の産物としての立法の限界が現れている。
　すなわち，改正法案は，連帯債務の持つ担保的機能を強化するという観
点から，免除および時効の絶対的効力を否定したけれども，逆に，更改お
よび混同については，実務上あまり深刻な問題が生じないことを考慮し
て，現行法の規定を存続させたのではないだろうか。これに対して，請求
の絶対的効力が債権者の地位を強化するにもかかわらず否定されることに
なったのは，免除や時効のように債務を消滅させるものではない点や，直
接の請求を受けていない他の債務者の不測の事態を考慮したからかもしれ
ない。筆者も，実務の現状を考慮した政策的判断のもとに，理論的一貫性
をある程度後退させることはやむを得ないと考えている。
　しかし，改正法案が，連帯債務における請求の絶対的効力を否定しなが
ら，主たる債務者に対する時効の中断の効力が保証人にも及ぶとする規定
（457条 ₁ 項）をそのまま維持している点については，実務の現状に追従し
すぎたものと考えざるを得ない。この規定を保証の付従性によって説明す
る見解もあるが13），付従性とは，主たる債務なくして保証債務もあり得な
いという原理であり，主たる債務について時効が中断されても，保証債務
が時効によって消滅することをも否定するものではない。むしろ，この規
定は主たる債務者と保証人とを一体的に捉えていた前近代的な思想の名残
ともいえる。はたして，フランス民法はこれと同様の規定をおいているが
（2246条），ドイツ民法にはそのような規定は存在しない。それゆえ，連帯
13）　最判昭和43年10月17日（判例時報540号34頁）。
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債務において個人の独立性を尊重して請求の絶対的効力を否定するのであ
れば，本来，保証におけるこの規定も削除すべきであろう。ところが，保
証に関するこの規定の是非は，改正法案では保証人保護のための新たな規
定が設けられているにもかかわらず，ほとんど議論の対象とならなかった
ように思われる。その背景には，従来，金融機関等の債権者が，主たる債
務者に対する時効中断の措置によって保証人に対する中断措置としてきた
実態があるのだろう。仮にこの規定を削除することになれば，金融機関等
の反発は避けられなかったかもしれない。しかし，なぜ保証人は自己の関
知しない主たる債務者への請求等によって時効の中断という不利益を受け
なければならないのだろうか。その理論的根拠を見つけるのは困難であ
る14）。
14）　私見の詳細については，松尾弘 ＝ 松井和彦 ＝ 古積健三郎 ＝ 原田昌和『ハイブ
リッド民法 ₃ 債権総論』（法律文化社，2006年）139頁以下，古積健三郎「連帯
債務・保証における債務者らの相互関係」法律時報84巻 ₈ 号（2012年）4頁以
下参照。
